予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　新生活困窮者生活再建支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部地域福祉国保課地域福祉係　電話番号：058-272-1111（内2521）

　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　　15,022千円（前年度予算額：     0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	15,022
	7,670
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,352

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
県では、平成27年度から施行された生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者の自立支援を実施している。こうした生活困窮者の中には、家計収支の均衡がとれていないなど、特に家計に課題を抱えている者がおり、こうした者には、家計管理への重点的な支援が必要である。また、一定の住居を持たない者については、住居が定まるまでの宿泊場所の供与等を必要とする場合がある。
本事業は、既存の自立相談支援事業の支援員の他に、家計支援に特化した支援員を配置する等により、生活困窮者自立支援窓口の機能を強化するものである。
（２）事業内容

【家計相談支援事業】
・自立相談支援事業の各窓口に家計相談支援員を配置し、相談者とともに家計の状況を理解し、家計管理への意欲を引き出すとともに、相談者自身が家計を管理できるようになるため、①～④の業務を行う。

①家計表等の作成支援や出納管理等の支援など家計管理に関する支援の実施

②滞納（家賃、税金、公共料金等）の解消や各種給付制度等の利用に向けた支援の実施

③債務整理に関する支援の実施（多重債務者相談窓口との連携等）

④貸付のあっせん　　　　　　　　　　　　　など
【一時生活支援事業】

・自立相談支援事業による支援対象者のうち、必要な者に対し、次の業務を行う。

①宿泊場所や食事の提供

②利用開始時及び利用期間中における定期的な健康診断・健康医療相談等

（３）県負担・補助率の考え方

○県負担
本事業は、生活困窮者自立支援事業の窓口において支援する生活困窮者に対して実施するものであるため、県が生活困窮者自立支援事業を実施する町村区域については、県が一体的に事業を実施する必要がある。
○補助区分

　【家計相談支援事業】国庫補助１／２（法第９条②二）
【一時生活支援事業】国庫補助２／３（法第９条②一）
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	15,022
	家計相談支援事業14,061千円、一時生活支援事業961千円

	合計
	15,022
	



	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

自立相談支援事業の実施主体のうち、家計相談支援事業については205自治体（23％）が、一時生活支援事業については172自治体（19％）が実施中または実施予定実施中または実施予定（平成27年4月時点）
（２）後年度の財政負担
自立相談支援事業に附随し、終期を定めず実施する必要がある。
（３）事業主体及びその妥当性
自立相談支援事業と一体的な実施が必要であるため、自立相談支援事業の委託先機関に対して委託するのが妥当である。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　生活困窮者に対し、家計支援に特化した支援を実施することにより、自立相談支援事業による支援を補強する。

　一定の住居を持たない生活困窮者に対し、住居が定まるまでの宿泊場所等を提供することで、自立のための活動の安定化を図り、それをもって自立相談支援事業による支援を補強する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	自立相談支援事業と一体的に実施し、複合的な問題を抱える生活困窮者本人に寄り添って自立を支援することが目標であり、単純に相談件数や支援終結件数を増やすことが目標になりえない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	町村区域における自立相談支援事業の実施主体は、法により県とされており、自立相談支援事業に附随して実施すべき本事業を、県が行うことは妥当である。
生活困窮者は家計管理に問題を抱えているケースが多く、これに特化した支援を行うことで、自立相談支援事業の効果の向上が期待できる。また、自立相談支援事業は、生活困窮者支援のワンストップの窓口の役割を担うものであり、住居を持たない相談者があった場合に緊急的に対処できる手段を本事業により確保しておく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	自立相談支援事業に附随して行う事業であり、必要な人員配置等最低限の費用で事業を実施する予定としている。また一時生活支援事業については、宿泊場所は、常時借り上げておくのではなく、必要となった都度、必要な泊数だけ借り上げる形式とすることで、費用の節減を図る予定。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　自立相談支援事業において、家計に対する助言への抵抗感を示される場合が一定程度あることが示されており、家計相談支援事業では、こうした抵抗感を持つ者を、いかに家計相談支援につなげていくかが重要となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　継続的に実施し、自立相談支援事業の相談者を積極的に本事業につなげ、相乗効果により、より多くの生活困窮者の自立を目指していく。



別紙２－１








